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名古屋港管理組合告示第36号

　地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第40条の2及び名古屋港管理組合港湾整備事業の設置等に関する条例（昭和41年

名古屋港管理組合条例第12号）第 7 条の規定に基づき、施設運営事業及び埋立事業の令和 6 年 4 月 1 日から令和 6 年 9 月30

日までの期間における業務の状況を次のとおり公表する。

　　令和 6 年11月15日

名古屋港管理組合管理者　　　　　　　

愛知県知事　大村　秀章　

　　　名古屋港管理組合施設運営事業会計の業務の状況

 1 　事業の概況 

　⑴　経営業務

　　　この期間中における各事業の収益額及び提供施設量は、次のとおりである。

区　　　　分 収　益　額 提　　 供 　　施 　　設 　　量

円

上 屋 運 営 事 業 402,984,270 一般使用　　　20棟　（　　　 77,713㎡）

専用使用　　　　5棟　（　　　 28,628㎡）

貯 木 場 運 営 事 業 200,658,875 一般使用　　 1か所　（　　　183,300㎡）

専用使用　　 7か所　（　　　994,028㎡）

荷 役 機 械 運 営 事 業 66,000,000 　　　　　　　　5基

埠 頭 用 地 運 営 事 業 1,331,574,723 　　　　 2,401,671㎡

　　　（注）提供施設量は、令和 6 年 9 月30日現在の数量である。

　⑵　建設改良事業

　　　主なものは、次のとおりである。

　　ア　上屋整備事業

　　　　稲永ふ頭南 2 号上屋の屋根改修工事を施行中である。

　　イ　貯木場整備事業

　　　　木場金岡ふ頭貯木場こう門の水門設備改修工事を施行予定である。

　　ウ　埠頭用地整備事業

　　　　金城ふ頭の埋立工事を施行中である。

告　　　　　示
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 2 　経理の状況

　　令和 6 年 9 月30日現在の合計残高試算表は、次のとおりである。

施設運営事業会計合計残高試算表

令和 6 年 9 月30日現在

借　　　　　　　方
勘　定　科　目

貸　　　　　　　方

残　　高 合　　計 当　　期 当　　期 合　　計 残　　高

円 円 円 円 円 円

42,996,652,375 66,801,037,440 244,863,790 固　定　資　産 146,127,873 23,804,385,065

40,956,794,716 64,761,179,781 244,863,790 有 形 固 定 資 産 146,127,873 23,804,385,065

39,857,659 39,857,659 無 形 固 定 資 産

2,000,000,000 2,000,000,000 投資その他の資産

6,254,432,378 11,053,532,397 4,546,965,803 流　動　資　産 4,669,425,919 4,799,100,019

5,894,598,768 8,251,843,577 2,311,919,280 現 金 ・ 預 金 2,357,244,809 2,357,244,809

272,775,110 2,584,940,398 2,208,184,201 未 収 金 2,312,165,288 2,312,165,288

73,898,000 203,587,922 14,601,822 前 払 金 15,822 129,689,922

13,160,500 13,160,500 12,260,500 その他流動資産

固　定　負　債 6,795,851,257 6,795,851,257

企 業 債 5,987,213,695 5,987,213,695

引 当 金 807,979,562 807,979,562

その他固定負債 658,000 658,000

2,650,552,301 2,650,552,301 流　動　負　債 1,453,170,883 2,989,449,507 338,897,206

207,587,753 207,587,753 企 業 債 415,815,706 208,227,953

2,357,244,809 2,357,244,809 未 払 金 1,433,091,946 2,471,003,734 113,758,925

64,719,871 64,719,871 引 当 金 64,719,871

20,999,868 20,999,868 その他流動負債 20,078,937 37,910,196 16,910,328

4,170,024,331 繰　延　収　益 5,458,306,625 1,288,282,294

長 期 前 受 金 5,458,306,625 5,458,306,625

4,170,024,331 4,170,024,331 長期前受金収益化累計額

資　　本　　金 35,019,560,027 35,019,560,027

資 本 金 35,019,560,027 35,019,560,027

剰 余 金 4,634,836,750 4,634,836,750

資 本 剰 余 金 330,157,327 330,157,327

利 益 剰 余 金 4,304,679,423 4,304,679,423

559,404 559,404 施設運営事業収益 2,046,158,824 2,046,158,824 2,045,599,420

559,404 559,404 営 業 収 益 2,040,031,755 2,040,031,755 2,039,472,351

営 業 外 収 益 6,127,069 6,127,069 6,127,069

871,942,201 922,162,684 922,162,684 施設運営事業費用 50,220,483 50,220,483

857,930,853 908,151,336 908,151,336 営 業 費 用 50,220,483 50,220,483

14,011,348 14,011,348 14,011,348 営 業 外 費 用

50,123,026,954 85,597,868,557 8,365,103,982 合　　　計 8,365,103,982 85,597,868,557 50,123,026,954
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 3 　令和 5 年度施設運営事業会計の決算の状況

　⑴　総括事項

　　　令和 5 年度における本事業の経営状況は、約12億9,400万円の利益を計上した。

　　 　提供施設量は、上屋25棟（一般使用20棟・有効面積77,713㎡、専用使用 5 棟・同28,628㎡）、貯木場 8 か所（水面貯木

場 6 か所・有効面積995,549㎡、陸上貯木場 1 か所・同109,781㎡、製材品置場 1 か所 6 棟・同71,998㎡）、荷役機械 5 基、

埠頭用地2,401,671㎡である。

　　 　また、建設改良事業は総額2,184,139,307円で、主な整備状況としては、金城ふ頭埋立工事を施行した。

　⑵　収益的収入及び支出

　　ア　収　　入

区　　　　分 予　算　額 執　行　済　額
予算額に比べ執行済

額 の 増 （ △ ） 減
備　　　　考

円 円 円
うち、仮受消費税

及び地方消費税

第 1 款　施設運営事業収益 4,237,000,000 4,214,818,933 △ 22,181,067 335,808,488円

　第 1 項　営 業 収 益 4,110,493,000 4,085,681,908 △ 24,811,092 335,339,672円

　第 2 項　営 業 外 収 益 126,497,000 129,137,025 2,640,025 468,816円

　第 3 項　特 別 利 益 10,000 0 △ 10,000

 

　　イ　支　　出

区　　　　分 予　算　額 執　行　済　額 不　用　額 備　　　　考

円 円 円
うち、仮払消費税

及び地方消費税

第 1 款　施設運営事業費用 3,075,000,000 2,789,762,110 285,237,890 108,856,863円

　第 1 項　営 業 費 用 2,881,464,000 2,611,501,828 269,962,172 103,725,135円

　第 2 項　営 業 外 費 用 121,824,000 121,823,232 768 1,087円

　第 3 項　特 別 損 失 65,300,000 56,437,050 8,862,950 5,130,641円

　第 4 項　予 備 費 6,412,000 0 6,412,000

　　ウ　損益計算書

　　　　（令和 5 年 4 月 1 日から令和 6 年 3 月31日まで）

借　　　　　方 貸　　　　　方

科　　　　目 金　　　　額 科　　　　目 金　　　　額

円 円

施設運営事業費用 2,584,815,847 施設運営事業収益 3,879,010,678

　営 業 費 用 2,507,776,693 　営 業 収 益 3,750,342,236

　営 業 外 費 用 25,732,745 　営 業 外 収 益 128,668,442

　特 別 損 失 51,306,409

当 年 度 純 利 益 1,294,194,831

計 3,879,010,678 計 3,879,010,678
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　⑶　資本的収入及び支出

　　ア　収　　入

区　　　　分 予　算　額 執　行　済　額
予算額に比べ執行済

額 の 増 （ △ ） 減
備　　　　考

円 円 円
うち、仮受消費税

及び地方消費税

第 1 款　資 本 的 収 入 1,543,000,000 1,000,353,479 △ 542,646,521 48,577,589円

　第 1 項　企 業 債 796,000,000 466,000,000 △ 330,000,000

　第 2 項　雑 収 入 747,000,000 534,353,479 △ 212,646,521 48,577,589円

　　イ　支　　出

区　　　　分 予　算　額 執　行　済　額 翌年度繰越額 不　用　額 備　　　　考

円 円 円 円
うち、仮払消費税

及び地方消費税

第 1 款　資 本 的 支 出 3,616,516,500 2,606,891,005 113,900,000 895,725,495 226,486,481円

　第 1 項　建 設 改 良 費 2,599,326,500 2,184,139,307 113,900,000 301,287,193 226,220,928円

　第 2 項　固定資産購入費 3,736,000 3,297,942 0 438,058 265,553円

　第 3 項　企 業 債 償 還 金 419,454,000 419,453,756 0 244

　第 4 項　投 資 594,000,000 0 0 594,000,000

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額1,606,537,526円は、過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

39,589,243円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額138,319,649円、減債積立金419,000,000円、建設改良積

立金348,000,000円及び過年度分損益勘定留保資金661,628,634円で補てんした。
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　　ウ　貸借対照表

　　　　（令和 6 年 3 月31日）

借　　　　　方 貸　　　　　方

科　　　　目 金　　　　額 科　　　　目 金　　　　額
円 円

固　定　資　産 42,897,916,458 固 　 定 　 負 　 債 6,795,851,257

有 形 固 定 資 産 40,858,058,799 企 業 債 5,987,213,695

無 形 固 定 資 産 39,857,659 引 当 金 807,979,562

投資その他の資産 2,000,000,000 そ の 他 固 定 負 債 658,000

流 動 資 産 6,376,892,494 流 動 負 債 1,536,278,624

現 金 ・ 預 金 5,939,924,297 企 業 債 415,815,706

未 収 金 376,756,197 未 払 金 1,037,911,788

前 払 金 59,312,000 引 当 金 64,719,871

そ の 他 流 動 資 産 900,000 そ の 他 流 動 負 債 17,831,259

繰 延 収 益 1,288,282,294

長 期 前 受 金 1,288,282,294

資 本 金 35,019,560,027

資 本 金 35,019,560,027

剰 余 金 4,634,836,750

資 本 剰 余 金 330,157,327

利 益 剰 余 金 4,304,679,423

資　産　合　計 49,274,808,952 負 債 資 本 合 計 49,274,808,952
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　名古屋港管理組合埋立事業会計の業務の状況

 1 　事業の概況

　　土地造成事業

　　本年度の主な業務は、護岸整備として本体工104ｍ及び用地整備として排水管195ｍを予定し、現在鋭意施工中である。

 2 　経理の状況

　　令和 6 年 9 月30日現在の合計残高試算表は、次のとおりである。

埋立事業会計合計残高試算表

令和 6 年 9 月30日現在

借　　　　　　　方
勘　定　科　目

貸　　　　　　　方

残　　高 合　　計 当　　期 当　　期 合　　計 残　　高

円 円 円 円 円 円

4,518,546,608 4,522,758,066 固 定 資 産 4,211,458

221,658 4,433,116 有 形 固 定 資 産 4,211,458

4,518,324,950 4,518,324,950 投資その他の資産

67,903,880,020 110,221,477,239 252,934,825 土 地 造 成 435,477,676 42,317,597,219

786,679,778 786,679,778 完 成 土 地

67,117,200,242 109,434,797,461 252,934,825 未 成 土 地 435,477,676 42,317,597,219

4,984,900,178 6,272,159,721 1,327,500,151 流 動 資 産 1,287,259,543 1,287,259,543

4,340,595,739 5,044,543,300 584,309,479 現 金 ・ 預 金 703,947,561 703,947,561

161,194,708 744,501,258 731,590,909 未 収 金 583,306,550 583,306,550

470,615,400 470,615,400 短 期 貸 付 金

11,594,331 11,599,763 11,599,763 前 払 金 5,432 5,432

900,000 900,000 その他流動資産

固 定 負 債 43,886,032,396 43,886,032,396

前 受 金 42,876,319,963 42,876,319,963

引 当 金 519,415,433 519,415,433

その他固定負債 490,297,000 490,297,000

748,971,371 748,971,371 流 動 負 債 529,955,170 764,543,312 15,571,941

703,947,561 703,947,561 未 払 金 519,712,026 704,042,929 95,368

34,239,418 34,239,418 引 当 金 34,239,418

10,784,392 10,784,392 その他流動負債 10,243,144 26,260,965 15,476,573

資 本 金 31,939,437,190 31,939,437,190

資 本 金 31,939,437,190 31,939,437,190

剰 余 金 1,489,571,321 1,489,571,321

資 本 剰 余 金 3,108,894 3,108,894

利 益 剰 余 金 1,486,462,427 1,486,462,427

埋 立 事 業 収 益 309,399,183 309,399,183 309,399,183

営 業 外 収 益 245,403,496 245,403,496 245,403,496

特 別 利 益 63,995,687 63,995,687 63,995,687

232,685,225 238,839,422 238,839,422 埋 立 事 業 費 用 6,154,197 6,154,197

196,590,345 202,744,542 202,744,542 営 業 費 用 6,154,197 6,154,197

36,094,880 36,094,880 36,094,880 営 業 外 費 用

77,640,012,031 122,004,205,819 2,568,245,769 合　　計 2,568,245,769 122,004,205,819 77,640,012,031
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 3 　令和 5 年度埋立事業会計の決算の状況

　⑴　総括事項

　　 　本年度の建設改良工事は、主に西部地区においては用地整備を、南 5 区においては緑地基本計画フォローアップ調査

等を行った。

　　　また、経営状況は、約5,000万円の損失を計上した。

　　ア　造成事業

　　　 　西部地区においては、第 1 貯木場北側埋立地において、排水管設置工事等を行った。

　　　　南 5 区においては、緑地基本計画フォローアップ調査等を行った。

　　イ　土地売却状況

　　　　本年度、売却予定として管理する土地での新たな土地売却はなかった。

　　　 　ただし、公共用地として管理する土地について、東海市から返還された新宝緑地運動公園跡地（88,857.99㎡）のう

ち、2,567.32㎡を東邦ガスネットワーク株式会社に売却した。

　　　　なお、現在までの南部及び西部地区の売却状況は、売却予定面積（24,713,272.81㎡）に対して、98.0%となっている。

　⑵　収益的収入及び支出

　　ア　収　　入

区　　　　分 予　算　額 執　行　済　額
予算額に比べ執行済

額 の 増 （ △ ） 減
備　　　　考

円 円 円
うち、仮受消費税

及び地方消費税

第 1 款　埋 立 事 業 収 益 387,000,000 560,157,959 173,157,959 5,659,658円

　第 1 項　営 業 外 収 益 386,980,000 493,307,959 106,327,959 5,659,658円

　第 2 項　特 別 利 益 20,000 66,850,000 66,830,000

　　イ　支　　出

区　　　　分 予　算　額 執　行　済　額 不　用　額 備　　　　考

円 円 円
うち、仮払消費税

及び地方消費税

第 1 款　埋 立 事 業 費 用 656,000,000 606,579,606 49,420,394 1,579,370円

　第 1 項　営 業 費 用 610,748,000 572,606,346 38,141,654 1,579,304円

　第 2 項　営 業 外 費 用 35,232,000 33,973,260 1,258,740 66円

　第 3 項　特 別 損 失 20,000 0 20,000

　第 4 項　予 備 費 10,000,000 0 10,000,000

　　ウ　損益計算書

　　　　（令和 5 年 4 月 1 日から令和 6 年 3 月31日まで）

借　　　　　方 貸　　　　　方

科　　　　目 金　　　　額 科　　　　目 金　　　　額

円 円

埋 立 事 業 費 用 604,235,836 埋 立 事 業 収 益 554,498,466

　営 業 費 用 571,027,042 　営 業 外 収 益 487,648,466

　営 業 外 費 用 33,208,794 　特 別 利 益 66,850,000

当 年 度 純 損 失 49,737,370

計 604,235,836 計 604,235,836
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　⑶　資本的収入及び支出

　　ア　収　　入

区　　　　分 予　算　額 執　行　済　額
予算額に比べ執行済

額 の 増 （ △ ） 減
備　　　　考

円 円 円 うち、仮受消費税

及び地方消費税

第 1 款　資 本 的 収 入 1,101,000,000 1,016,163,731 △ 84,836,269 15,642円

　第 1 項　雑 収 入 630,385,000 545,548,331 △ 84,836,669 15,642円

　第 2 項　貸 付 金 返 還 金 470,615,000 470,615,400 400

　　イ　支　　出

区　　　　分 予　算　額 執 行 済 額 翌年度繰越額 不　用　額 備　　　　考
円 円 円 円 うち、仮払消費税

及び地方消費税

第 1 款　資 本 的 支 出 1,193,915,100 932,047,182 140,800,000 121,067,918 3,331,365円

　第 1 項　
西 部 地 区

　　　　　埋 立 事 業 費
851,115,100 623,683,847 140,800,000 86,631,253 3,050,469円

　第 2 項　
南 5 区

　　　　　埋 立 事 業 費
63,000,000 50,319,222 0 12,680,778 92,615円

　第 3 項　総 係 費 201,524,000 179,769,313 0 21,754,687 188,281円

　第 4 項　雑 支 出 78,276,000 78,274,800 0 1,200

　　ウ　貸借対照表

　　　　（令和 6 年 3 月31日）

借　　　　　方 貸　　　　　方

科　　　　目 金　　　　額 科　　　　目 金　　　　額
円 円

固 定 資 産 4,518,546,608 固 定 負 債 43,886,032,396

有 形 固 定 資 産 221,658 前 受 金 42,876,319,963

投資その他の資産 4,518,324,950 引 当 金 519,415,433

土 地 造 成 68,086,422,871 そ の 他 固 定 負 債 490,297,000

完 成 土 地 786,679,778 流 動 負 債 234,588,142

未 成 土 地 67,299,743,093 未 払 金 184,330,903

流 動 資 産 4,944,659,570 引 当 金 34,239,418

現 金 ・ 預 金 4,460,233,821 そ の 他 流 動 負 債 16,017,821

未 収 金 12,910,349 資 本 金 31,939,437,190

短 期 貸 付 金 470,615,400 資 本 金 31,939,437,190

そ の 他 流 動 資 産 900,000 剰 余 金 1,489,571,321

資 本 剰 余 金 3,108,894

利 益 剰 余 金 1,486,462,427

資 産 合 計 77,549,629,049 負 債 資 本 合 計 77,549,629,049
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名古屋港管理組合告示第37号

　令和 6 年11月定例名古屋港管理組合議会の議決を経た令和 6 年度名古屋港管理組合補正予算の要領は、次のとおりである。

　　令和 6 年11月15日

名古屋港管理組合管理者　　　　　　　

愛知県知事　大村　秀章　

　　　令和 6年度名古屋港管理組合一般会計補正予算

　令和 6 年度名古屋港管理組合一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第 １条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ1,128,856千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

31,108,856千円とする。

 2  　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1 表　歳入歳出

予算補正」による｡

　（繰越明許費の補正）

第  2 条　繰越明許費の補正は、「第 2 表　繰越明許費補正」による。

　（債務負担行為の補正）

第 3 条　債務負担行為の補正は、「第 3 表　債務負担行為補正」による。

　第 1 表　歳入歳出予算補正

　　歳　　入 

款 項 補 正 前 の 額 補　　正　　額 計

 2 　使用料及び手数料
千円

4,461,195
千円

34,047
千円

4,495,242

 1 　使 用 料 4,461,185 34,047 4,495,232

 7 　繰 越 金 300,000 620,453 920,453

 1 　繰 越 金 300,000 620,453 920,453

 8 　諸 収 入 1,924,717 474,356 2,399,073

 5 　雑 入 175,997 474,356 650,353

歳　　　　入　　　　合　　　　計 29,980,000 1,128,856 31,108,856

　　歳　　出

款 項 補 正 前 の 額 補　　正　　額 計

 4 　港 営 費
千円

2,601,852
千円

474,356
千円

3,076,208

 2 　運 営 費 1,103,230 474,356 1,577,586

 5 　建 設 費 16,412,493 654,500 17,066,993

 2 　整 備 費 14,759,600 654,500 15,414,100

歳　　　　出　　　　合　　　　計 29,980,000 1,128,856 31,108,856

　第 2 表　繰越明許費補正

款 項 事　　　　業　　　　名 補 正 前 の 額 補 正 後 の 額

 5 　建 設 費  2 　整 備 費
港 湾 施 設 補 修 事 業 費

千円

434,000
千円

1,088,500

高 潮 対 策 交 付 金 事 業 費 160,000 336,000
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　第 3 表　債務負担行為補正

事　　　　　　　　　項
補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

期　　　間 限　度　額 期　　　間 限　度　額

基 本 計 画 調 査 費 −
千円

− 令 和 7 年 度
千円

14,300

外 国 客 船 対 応 業 務 − − 令和 6 年度〜令和 7 年度 40,264

　　　令和 6年度名古屋港管理組合基金特別会計補正予算

　令和 6 年度名古屋港管理組合基金特別会計の補正予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第 1 条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ475,900千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ766,800千

　円とする。

 2 　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1 表　歳入歳出

　予算補正」による｡

　第 1 表　歳入歳出予算補正

　　歳　　入 

款 項 補 正 前 の 額 補　　正　　額 計

 1 　水族館振興基金収入
千円

108,900
千円

442,100
千円

551,000

 1 　財 産 収 入 32 566 598

 3 　繰 越 金 10 490 500

 5 　繰 入 金 10 441,044 441,054

 2 　海事文化振興基金収入 75,000 33,600 108,600

 1 　財 産 収 入 38 298 336

 5 　繰 入 金 11,000 33,302 44,302

 3 　環 境 振 興 基 金 収 入 107,000 200 107,200

 1 　財 産 収 入 80 200 280

歳　　　　入　　　　合　　　　計 290,900 475,900 766,800

　　歳　　出 

款 項 補 正 前 の 額 補　　正　　額 計

 1 　水 族 館 振 興 基 金
千円

108,900
千円

442,100
千円

551,000

 1 　積 立 金 1,552 442,100 443,652

 2 　海 事 文 化 振 興 基 金 75,000 33,600 108,600

 1 　積 立 金 11,148 33,600 44,748

 3 　環 境 振 興 基 金 107,000 200 107,200

 1 　積 立 金 71,800 200 72,000

歳　　　　出　　　　合　　　　計 290,900 475,900 766,800
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発行所　名古屋市港区港町１番11号

名古屋港管理組合

名古屋港管理組合告示第38号

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第22条第 1 項の規定に基づき、令和 5 年度決算に基づ

く名古屋港管理組合公営企業の資金不足比率を次のとおり公表する。

　　令和 6 年11月15日

名古屋港管理組合管理者　　　　　　　

愛知県知事　大村　秀章　

　令和 5 年度決算に基づく名古屋港管理組合公営企業の資金不足比率

会　計　の　名　称 資　　金　　不　　足　　比　　率

施 設 運 営 事 業 会 計
%

−

埋 立 事 業 会 計 −

備考

　 1 　資金不足比率の「−」は、資金不足額がないことを示す。

　 2 　地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令第19条に定める資金不足比率の経営健全化基準は20％である。

 


